
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [99,440円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [101.6]
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [12.5%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [256,478円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

茨城町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　平成１３年度から増加に転じ，０．５４となっているが，類似団体平均を０．１５下回っている。今後とも歳出の徹底した見直しを図ると
ともに，町税等の徴収率向上対策を中心に据えながら，自主財源の積極的な確保に努める。
【経常収支比率】
　人件費及び補助費の増により，前年度比６．２％増の８６．６％となっている。この要因は，国保病院の閉院に伴い，病院事業会計職
員（１３人）を受け入れたことと新たな一部事務組合負担金が発生したことによるものである。今後，８０％未満を目標に，より一層の定
員管理・給与の適正化，町税の徴収強化等の取組みに努める。
【ラスパイレル指数】
　人事院勧告による給与構造改革導入の遅れにより，県内トップの指数となっている。
　このことから，平成２０年４月より給与の削減（給料月額一律３％減額，削減額１０８百万円）を実施することとし，併せて行財政改革
の中でも重点項目となっている給与体系及び手当等の見直しを進め，給与の適正化を図りながら人件費の縮減に努める。

【実質公債費比率】
　過去からの起債抑制等により，類似団体平均を下回っている。今後，中学校校舎改築事業及び下水道施設の整備等により上昇するこ
とが見込まれることから，プライマリーバランスを確保し，緊急性，必要性を十分に検討し，適債事業の選択に努める。
【人口１人当たり地方債残高】
　現在のところ，類似団体平均を下回っているが，平成２０年度から明光中校舎改築事業を予定しており，新規の地方債発行額（９３６百
万円）が見込まれる。このことから，各年度における事業費の平準化を図りながら，プライマリーバランスを確保し，後年度負担を考慮し
た町債発行の適正化に努める。
【人口1,000人当り職員数】
　退職者不補充と職員採用の抑制等により職員数の削減を図ってきたが，町単独で消防本部を設置しているなどの要因もあり，全国市
町村平均並びに県市町村平均を下回ったものの，類似団体平均を０．２９人上回っている。今後も事務事業の見直しや行政組織機構の
見直しを行うなど，更なる効率化の促進を図り，平成２２年度までの定員適正化計画の目標値である７．１％（２３人）削減の達成を目指
す。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　全国市町村平均並びに類似団体平均を下回っているが，今後ともより一層の定員管理・給与の適正化や事務事業の見直し等による
経費節減に努める。


